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第２章 企業の収益構造

１． 売上高と利益の状況

（１）売上高と利益、利益率

・１企業当たり経常利益は、１０ ７億円（前年度比１４ ２％増）で４年連続の大幅. .
な増加 卸売企業 同２４ ９％増 製造企業（同１３ ９％増）、小売企業（同。 （ ）、. .
３ ９％増）などの産業で増加。.

・製造企業の１企業当たり加工形態別経常利益は、素材型製造企業（前年度比

１２ ４％増 、加工型製造企業（同１９ １％増）で経常利益が大幅に増加。. .）

、 （ ） 。 、・売上高経常利益率は ４ ４％ 前年度差０ ４ポイント上昇 と上昇 製造企業は. .
５ ９％（同０ ４ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）と前年度水準を上回り、過去最高。. .

１企業当たり売上高は、２４４億７３百万円で前年度比５ ５％の増加に対して、.
１企業当たり経常利益は、１０億６９百万円で前年度比１４ ２％増と２桁台の伸びを示.
し、４年連続の増加となった。また、１企業当たり営業利益も、９億７６百万円で

同８ ２％増と大幅な増加で４年連続の増加となった。.
、 （ ）、 （ ）、産業別経常利益をみると 製造企業 １３億２６百万円 卸売企業 ７億７４百万円

小売企業（５億３１百万円）等で増加し、飲食企業（２億４４百万円）と個人教授所

(３億７７百万円）では２年連続の減少となった（第２－１表、第２－２表 。）

製造企業について１企業当たり売上高と同加工形態別経常利益をみると、売上高はいず

れも緩やかな増加となっているが、経常利益は、素材型製造業は２０億６４百万円で前年

比１２ ４％増、加工型製造業は１６億円で同１９ １％増といずれも大幅な増加となって. .
おり、これら業種を中心に経常利益が増加していることがわかる（第２－１図、第２－２

図 。）

第２－１表 １企業当たり利益状況

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度
前 年 度 比

（％ ）
１ ６ 年 度 １ ７ 年 度

前 年 度 比
（％ ）

 合              計 935 .9 1 ,068 .7 14 .2 901 .8 975 .8 8 .2

　 　 鉱      業 5,133 .8 8 ,013 .2 56 .1 4 ,804 .1 7 ,486 .8 55 .8

　 　 製  造  業 1,163 .7 1 ,325 .7 13 .9 1 ,095 .0 1 ,195 .4 9 .2

　 　 卸  売  業 619 .3 773 .8 24 .9 530 .0 611 .2 15 .3

　 　 小  売  業 510 .9 530 .6 3 .9 479 .4 484 .0 1 .0

　 　 飲  食  店 253 .0 243 .6 ▲  3 .7 252 .9 251 .0 ▲  0 .7

　 　 電 気 ・ガ ス 業 14,853 .8 13 ,783 .5 ▲  7 .2 20 ,970 .6 18 ,649 .8 ▲  11 .1

　 　 ｸﾚｼ ﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業 ・割 賦 金 融 業 3,545 .6 4 ,462 .9 25 .9 4 ,106 .6 4 ,689 .1 14 .2

　 　 情 報 サ ー ビ ス ・情 報 制 作 業 630 .4 704 .5 11 .7 622 .1 662 .4 6 .5

　 　 個 人 教 授 所 412 .2 376 .5 ▲  8 .7 423 .2 378 .5 ▲  10 .6

　 　 ｻ ｰ ﾋﾞｽ 業 (*) 568 .4 680 .8 19 .8 537 .7 626 .5 16 .5

経   常   利   益   (百 万 円 ） 営   業    利    益   (百 万 円 ）
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第２－１図 製造企業における加工形態別売上高の推移（１企業当たり）

第２－２図 製造企業における加工形態別経常利益の推移（１企業当たり）

（注）加工型製造業とは、一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、電子部品・デバイス製造業、輸送

用機械器具製造業、精密機械器具製造業をいう。素材型製造業とは、繊維工業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、窯

業・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業をいう。その他の製造業とは、加工型製造業、素材型製造業以外の業種をいう。

第２－２表 １企業当たり利益と利益率の推移

（注） 製造業の平成１３年度は、平成１４年度の産業分類の改訂にともない、再計算したものである。

売上高経常利益率は、４ ４％で前年度に比べ０ ４ポイント上昇となり、４年連続の上. .
昇となった。

産業別にみると、製造企業は、５ ９％で同０ ４ポイント上昇となった。卸売企業は、. .

　 　 　 　 　 　 （ 単 位 ： 百 万 円 )

１ ３ 年 度 １ ４ 年 度 １ ５ 年 度 １ ６ 年 度 １ ７ 年 度

 合 計 5 4 9 .8 6 6 8 .3 7 9 2 .1 9 3 5 .9 1 ,0 6 8 .7

　  製 造 業 5 7 9 .0 7 6 6 .0 9 5 8 .4 1 ,1 6 3 .7 1 ,3 2 5 .7

 合 計 5 6 9 .9 6 9 1 .6 8 0 1 .6 9 0 1 .8 9 7 5 .8

　  製 造 業 5 7 4 .0 7 7 1 .6 9 4 6 .5 1 ,0 9 5 .0 1 ,1 9 5 .4

 合 計 2 .6 3 .1 3 .5 4 .0 4 .4

　  製 造 業 3 .1 4 .0 4 .6 5 .5 5 .9

 合 計 2 .7 3 .2 3 .5 3 .9 4 .0

　  製 造 業 3 .1 4 .0 4 .6 5 .2 5 .3

売 上 高
経 常 利 益 率

売 上 高
営 業 利 益 率
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２ １％で同０ ３ポイント上昇となった。小売企業は、２ ７％で同０ １ポイント上昇なっ. . . .
た（第２－３表、第２－３図 。）

業種別にみると、製造企業では、電気機械機具製造業６ ４％（同２ ０ポイント上昇 、. . ）

窯業・土石製品製造業７ ７％（同１ ４ポイント上昇）鉄鋼業１２ ９％（同１ ４ポイン. . . .
ト上昇）等で上昇したが、木材・木製品製造業１ ０％（同▲２ １ポイント低下）等で低. .
下となった。

卸売企業では、その他の機械機具卸売業４ ０％（同０ ９ポイント上昇 、電気機械機. . ）

具卸売業３ １％（同０ ６ポイント上昇）等の業種で上昇となった。. .
小売企業では、織物･衣服･身の回り品小売業４ ８％（同０ ９ポイント上昇 、機械機. . ）

具小売業３ １％（同０ ７ポイント上昇）等で上昇し、自動車･自転車小売業１ ３％. . .
同▲０ ５ポイント低下 燃料小売業１ １％ 同▲０ ５ポイント低下 等で低下となっ（ ）、 （ ）. . .

た（第２－４図 。）

第２－３表 利益率の比較

第２－３図 産業別売上高経常利益率
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　 　    （ 単 位 ：  ％ 、 ポ イ ン ト ）

売 上 高 経 常 利 益 率

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度
前 年 度 差
（ ﾎ ﾟｲ ﾝ ﾄ ）

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度
前 年 度 差
（ ﾎ ﾟｲ ﾝ ﾄ ）

 合              計 4 .0 4 .4 0 .4 3 .9 4 .0 0 .1

　 　 鉱      業 2 6 .8 4 4 .1 1 7 .3 2 5 .0 4 1 .2 1 6 .2

　 　 製  造  業 5 .5 5 .9 0 .4 5 .2 5 .3 0 .1

　 　 卸  売  業 1 .8 2 .1 0 .3 1 .5 1 .7 0 .2

　 　 小  売  業 2 .6 2 .7 0 .1 2 .4 2 .4 0 .0

　 　 飲  食  店 3 .1 3 .0 ▲  0 .1 3 .1 3 .1 0 .0

　 　 電 気 ・ ガ ス 業 8 .7 7 .6 ▲  1 .1 1 2 .2 1 0 .3 ▲  1 .9

　 　 ｸ ﾚ ｼ ﾞｯ ﾄ ｶ ｰ ﾄ ﾞ業 ・ 割 賦 金 融 業 1 2 .9 1 4 .4 1 .5 1 4 .9 1 5 .2 0 .3

　 　 情 報 サ ー ビ ス ・ 情 報 制 作 業 6 .2 6 .0 ▲  0 .2 6 .1 5 .6 ▲  0 .5

　 　 個 人 教 授 所 4 .7 4 .3 ▲  0 .4 4 .9 4 .3 ▲  0 .6

　 　 ｻ ｰ ﾋ ﾞｽ 業 ( * ) 3 .6 4 .5 0 .9 3 .4 4 .1 0 .7

売 上 高 営 業 利 益 率
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第２－４図 業種別売上高経常利益率
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（２）業種別売上高経常利益率の状況

・黒字企業の割合は８９ ４％と前年度に比べ▲０ ３ポイント低下。. .

１７年度に売上高経常利益が黒字となった企業の割合は、産業全体で８９ ４％と前年.
度に比べ▲０ ３ポイント低下となった。その中で、売上高経常利益率が４％超の業績の.
比較的良い企業の割合は３３ ３％（前年比２ ０ポイント上昇）となった。. .

売上高経常利益率４％超の企業の割合を産業別にみると、製造企業は４１ ３％.
（同２ ０ポイント上昇）、卸売企業は１８ ３％（同１ ６ポイント上昇）、小売企業は. . .
１５ ６％（同１ ０ポイント上昇）となった（第２－４表 。. . ）

第２－４表 売上高経常利益率別の企業数

（単位：社）

企 業 数 計  4% 超
 10%以 下

合 計 　　　平 成 １６年 度 26,813 339 582 1,832 15,663 6,227 2,170 24,060

　　　　　　平 成 １７年 度 26,093 343 557 1,859 14,648 6,333 2,353 23,334

　　　　（１６年 度 構 成 比 ） 100.0 1 .3 2 .2 6 .8 58.4 23 .2 8 .1 89.7

　　　　（１７年 度 構 成 比 ） 100.0 1 .3 2 .1 7 .1 56.1 24 .3 9 .0 89.4

　　　　（対 前 年 度 ポ イ ン ト差 ） － 0.0 ▲  0.1 0 .3 ▲  2.3 1 .1 0 .9 ▲  0.3

　鉱 業 37 1 2 2 9 9 14 32

　製 造 業 12,986 162 327 928 6,212 3,743 1,614 11,569

　　食 料 品 製 造 業 1,401 12 39 163 873 248 66 1,187

　　飲 料 ・た ば こ ・飼 料 製 造 業 198 2 6 21 110 42 17 169

　　繊 維 工 業 281 11 31 25 129 67 18 214

　　衣 服 ・そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業 270 9 18 38 139 54 12 205

　　木 材 ・木 製 品 製 造 業 （家 具 を 除 く） 142 3 8 25 84 19 3 106

　　家 具 ・装 備 品 製 造 業 153 5 12 16 84 30 6 120

　　パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 品 製 造 業 390 3 17 26 226 100 18 344

　　印 刷 ・同 関 連 産 業 610 2 8 40 338 183 39 560

　　化 学 工 業 930 11 13 37 303 318 248 869

　　石 油 製 品 ・石 炭 製 品 製 造 業 49 0 0 1 30 16 2 48

　　プ ラ ス チ ック 製 品 製 造 業 710 6 9 57 375 196 67 638

　　ゴ ム 製 品 製 造 業 158 0 4 12 76 46 20 142

　　な め し 革 ・同 製 品 ・毛 皮 製 造 業 29 0 0 2 23 4 0 27

　　窯 業 ・土 石 製 品 製 造 業 494 8 25 60 223 128 50 401

　　鉄 鋼 業 408 1 4 6 165 153 79 397

　　非 鉄 金 属 製 造 業 318 1 0 16 177 90 34 301

　　金 属 製 品 製 造 業 988 9 10 64 454 287 164 905

　　一 般 機 械 器 具 製 造 業 1,610 11 37 53 586 619 304 1,509

　　電 気 機 械 器 具 製 造 業 911 19 26 75 415 263 113 791

　　情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 368 6 7 30 204 82 39 325

　　電 子 部 品 ・デ バ イ ス 製 造 業 707 21 20 65 273 220 108 601

　　輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 1,155 6 18 67 630 346 88 1,064

　　精 密 機 械 器 具 製 造 業 380 8 8 15 147 131 71 349

　　そ の 他 の 製 造 業 326 8 7 14 148 101 48 297

　卸 売 業 5,746 31 56 312 4,294 873 180 5,347

　小 売 業 3,535 30 59 405 2,491 458 92 3,041

　飲 食 店 497 11 30 56 263 115 22 400

　電 気 ・ガ ス 業 105 3 3 8 34 46 11 91

　ク レ ジ ットカ ー ド業 ・割 賦 金 融 業 74 2 0 2 13 17 40 70

　情 報 サ ー ビ ス ・情 報 制 作 業 1,859 41 38 74 780 688 238 1,706

　個 人 教 授 所 38 0 1 3 12 16 6 34

　サ ー ビ ス 業 (＊ ) 1,216 62 41 69 540 368 136 1,044

－ 4%以 上
0%未 満

 0%以 上
4%以 下

売 　　上 　　高 　　経 　　常 　　利 　　益 　　率 　　別 　　企 　　業 　　数

－ 10%以 上
－ 4%未 満

－ 10%未 満 10% 超 黒 字 企 業
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２．売上高と費用の状況

（１） 営業経費の状況

・売上高に占める営業費用比率は、９６ ０％で販売費及び一般管理費比率の低下に.
より、前年度に比べ▲０ １ポイントの低下と４年連続の低下。とりわけ給与比率.
が４年連続の低下。

・製造企業は、９４ ７％で 同▲０ １ポイントの低下と４年連続の低下。. .
・卸売企業は、９８ ３％で同▲０ ２ポイント低下、小売企業は、９７ ６％で. . .

同０ １ポイントの上昇。.
・製造企業の売上原価比率は、原燃料価格の高騰等により４年ぶりに上昇。

１７年度の１企業当たり売上高は、前年度比５ ５％の増加に対して、１企業当たり営.
業経費（売上原価と販売費・管理費の計）は同５ ４％の増加で、売上高に占める営業費.
用の比率は、９６ ０％と同▲０ １ポイント低下し、４年連続の低下となった。. .

売上原価は、原燃料価格の高騰等により、同６ ３％増と大幅に増加したことから、売.
上原価比率は同０ ５ポイント上昇している。しかし、販売費及び一般管理費は、人件費.
を中心として経費削減等により、同０ ９％増とわずかな増加にとどまつたことから、販.

、 （ 、売費及び一般管理費の比率は １４ ３％と同▲０ ６ポイント低下している 第２－５表. .
第２－６表 。）

産業別に営業費用比率をみると、製造企業は、９４ ７％で同▲０ １ポイント低下と. .
。 、 、 、４年連続の低下となった 卸売企業は ９８ ３％で同▲０ ２ポイント低下 小売企業は. .

９７ ６％で同０ １ポイント増加となった（第２－７表 。. . ）

第２－５表 １企業当たり営業費用の状況

第２－６表 売上高に占める営業費用の割合（１企業当たり）

売 上 原 価 （ 百 万 円 ） 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 （ 百 万 円 ）

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度
前 年 度 比

（ ％ ）
１ ６ 年 度 １ ７ 年 度

前 年 度 比
（ ％ ）

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度
前 年 度 比

（ ％ ）

 合              計 22 ,2 8 7 2 3 ,4 9 7 5 .4 1 8 ,8 2 2 2 0 ,0 0 1 6 .3 3 ,4 6 5 3 ,4 9 6 0 .9

　 　 鉱      業 14 ,3 8 3 1 0 ,6 7 0 ▲  25 .8 1 2 ,3 1 2 8 ,7 1 8 ▲  29 .2 2 ,0 7 1 1 ,9 5 3 ▲  5 .7

　 　 製  造  業 20 ,1 5 0 2 1 ,1 6 5 5 .0 1 6 ,9 5 6 1 8 ,0 0 4 6 .2 3 ,1 9 4 3 ,1 6 1 ▲  1 .0

　 　 卸  売  業 33 ,7 2 3 3 6 ,1 6 7 7 .2 3 0 ,6 2 3 3 2 ,8 7 5 7 .4 3 ,1 0 0 3 ,2 9 2 6 .2

　 　 小  売  業 19 ,2 0 0 1 9 ,3 3 4 0 .7 1 4 ,3 2 5 1 4 ,4 2 7 0 .7 4 ,8 7 5 4 ,9 0 6 0 .6

　 　 飲  食  店 7 ,8 5 9 7 ,9 2 7 0 .9 3 ,4 6 3 3 ,7 0 5 7 .0 4 ,3 9 6 4 ,2 2 3 ▲  4 .0

　 　 電 気 ・ガ ス 業 150 ,4 3 9 1 6 2 ,9 5 1 8 .3 1 1 7 ,5 2 5 1 3 3 ,5 0 6 1 3 .6 3 2 ,9 1 4 2 9 ,4 4 6 ▲  10 .5

　 　 ｸ ﾚ ｼ ﾞｯ ﾄｶ ｰ ﾄ ﾞ業 ・ 割 賦 金 融 業 23 ,4 8 0 2 6 ,2 5 5 1 1 .8 2 ,6 8 8 3 ,2 8 2 2 2 .1 2 0 ,7 9 2 2 2 ,9 7 3 1 0 .5

　 　 情 報 サ ー ビ ス ・情 報 制 作 業 9 ,6 0 5 1 1 ,1 7 3 1 6 .3 7 ,4 3 9 8 ,7 0 6 1 7 .0 2 ,1 6 5 2 ,4 6 7 1 3 .9

　 　 個 人 教 授 所 8 ,2 9 3 8 ,4 7 1 2 .1 6 ,0 1 3 6 ,0 7 6 1 .0 2 ,2 8 0 2 ,3 9 5 5 .1

　 　 ｻ ｰ ﾋ ﾞｽ 業 (* ) 1 5 ,1 0 4 1 4 ,4 8 8 ▲  4 .1 1 2 ,9 0 3 1 2 ,6 1 6 ▲  2 .2 2 ,2 0 1 1 ,8 7 2 ▲  14 .9

営 　 　 業 　 　 費 　 　 用  （百 万 円 ）

売 上 原 価 比 率 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 比 率

１ ６ 年 度 １ ７ 年 度 前 年 度 差 １ ６ 年 度 １ ７ 年 度 前 年 度 差 １ ６ 年 度 １ ７ 年 度 前 年 度 差

 合              計 9 6 . 1 9 6 . 0 ▲  0 . 1 8 1 . 2 8 1 . 7 0 . 5 1 4 . 9 1 4 . 3 ▲  0 . 6

　 　 鉱      業 7 5 . 0 5 8 . 8 ▲  1 6 . 2 6 4 . 2 4 8 . 0 ▲  1 6 . 2 1 0 . 8 1 0 . 8 0 . 0

　 　 製  造  業 9 4 . 8 9 4 . 7 ▲  0 . 1 7 9 . 8 8 0 . 5 0 . 7 1 5 . 1 1 4 . 1 ▲  1 . 0

　 　 卸  売  業 9 8 . 5 9 8 . 3 ▲  0 . 2 8 9 . 4 8 9 . 4 0 . 0 9 . 0 8 . 9 ▲  0 . 1

　 　 小  売  業 9 7 . 5 9 7 . 6 0 . 1 7 2 . 8 7 2 . 8 0 . 0 2 4 . 7 2 4 . 8 0 . 1

　 　 飲  食  店 9 6 . 9 9 6 . 9 0 . 0 4 2 . 6 4 5 . 3 2 . 7 5 4 . 2 5 1 . 6 ▲  2 . 6

　 　 電 気 ・ ガ ス 業 8 7 .8 8 9 . 7 1 . 9 6 8 . 6 7 3 . 5 4 . 9 1 9 . 2 1 6 . 2 ▲  3 . 0

　 　 ｸ ﾚ ｼ ﾞ ｯ ﾄ ｶ ｰ ﾄ ﾞ 業 ・ 割 賦 金 融 業 8 5 .1 8 4 . 8 ▲  0 . 3 9 . 7 1 0 . 6 0 . 9 7 5 . 4 7 4 . 2 ▲  1 . 2

　 　 情 報 サ ー ビ ス ・ 情 報 制 作 業 9 3 . 9 9 4 . 4 0 . 5 7 2 . 8 7 3 . 6 0 . 8 2 1 . 1 2 0 . 8 ▲  0 . 3

　 　 個 人 教 授 所 9 5 .1 9 5 . 7 0 . 6 6 9 . 0 6 8 . 6 ▲  0 . 4 2 6 . 2 2 7 . 1 0 . 9

　 　 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 ( * ) 9 6 . 6 9 5 . 9 ▲  0 . 7 8 2 . 4 8 3 . 5 1 . 1 1 4 . 2 1 2 . 4 ▲  1 . 8

営 業 費 用 比 率
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第２－５図 主要産業の損益比率の推移
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第２－７表 売上高に占める営業費用の割合（主要産業）

（２） 個別費用

①給与総額、荷造運搬費、広告宣伝費、情報処理・通信費

１企業当たり給与総額、荷造運搬費、広告宣伝費は増加。

１企業当たり個別費用をみると、給与総額、荷造運搬費、広告宣伝費は増加となった。

給与総額は、２１億３百万円で前年度に比べ０ ６％の増加となった。産業別では、ク.
レジットカード業・割賦金融企業（前年度比１０ ９％増 、卸売企業（同８ ４％増）等で増. .）

加となった。

荷造運搬費は、３億５５百万円、同３ ３％の増加となった。産業別では、製造企業.
（同２ ７％増 、卸売企業（同４ ８％増 、等で増加となった。. .） ）

広告宣伝費は、１億７１百万円、同１ ８％の増加となった。産業別では、卸売企業.
（同７ ５％増 、小売業（同１ ２ 増）等とそれぞれ増加となった。. . %）

情報処理・通信費は、１億１６百万円、同▲１ ３％の減少となった。産業別では、製.
造企業（同▲４ ６％減）等で減少となった（第２－８表、第２－６図 。. ）

第２－８表 １企業当たり個別費用

割合（％）
前年度差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

割合（％）
前年度差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

割合（％）
前年度差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

13 96.9 1.5 99.1 0.5 97.8 ▲ 0.4
14 96.0 ▲ 0.9 98.9 ▲ 0.2 97.7 ▲ 0.1
15 95.4 ▲ 0.5 98.7 ▲ 0.1 97.6 0.0
16 94.8 ▲ 0.6 98.5 ▲ 0.2 97.5 ▲ 0.1
17 94.7 ▲ 0.1 98.3 ▲ 0.2 97.6 0.1
13 80.1 0.5 89.4 ▲ 0.1 72.9 ▲ 0.7
14 79.9 ▲ 0.2 89.3 ▲ 0.1 72.8 ▲ 0.1
15 79.8 ▲ 0.1 89.3 0.0 72.9 0.2
16 79.8 0.0 89.4 0.1 72.8 ▲ 0.1
17 80.5 0.7 89.4 0.0 72.8 0.0
13 16.8 1.0 9.6 0.5 24.9 0.3
14 16.0 ▲ 0.8 9.6 0.0 24.9 0.0
15 15.6 ▲ 0.3 9.4 ▲ 0.2 24.6 ▲ 0.1
16 15.1 ▲ 0.5 9.0 ▲ 0.4 24.7 0.1
17 14.1 ▲ 1.0 8.9 ▲ 0.1 24.8 0.1

販売費及び
一般管理費

比率

製造業 卸売業 小売業
年度

営業費用比率

売上原価比率

給与総額（百万円） 荷造運搬費（百万円） 広告宣伝費（百万円）

１６年度 １７年度
前年度比

（％）
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

１６年度 １７年度
前年度比

（％）
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

 合             計 2,091.6 2,103.4 0.6 343.4 354.9 3.3 168.1 171.2 1.8 117.2 115.7 ▲ 1.3

　　鉱     業 1,195.9 1,009.5 ▲ 15.6 460.4 327.5 ▲ 28.9 3.7 2.6 ▲ 29.8 30.8 22.8 ▲ 26.0

　　製 造 業 2,353.7 2,314.2 ▲ 1.7 475.6 488.3 2.7 156.6 156.0 ▲ 0.3 72.3 69.0 ▲ 4.6

　　卸 売 業 1,303.1 1,412.9 8.4 354.5 371.4 4.8 109.2 117.4 7.5 81.5 84.5 3.6

　　小 売 業 1,998.1 1,998.1 0.0 150.1 147.5 ▲ 1.8 334.8 338.9 1.2 75.2 76.6 1.7

　　飲 食 店 2,177.7 2,379.7 9.3 54.2 56.6 4.4 131.4 118.0 ▲ 10.1 34.6 35.0 1.2

　　電気・ガス業 16,764.3 15,540.0 ▲ 7.3 67.6 62.9 ▲ 6.9 1219.7 1292.6 6.0 2,428.9 2,526.8 4.0

　　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 3,528.8 3,913.3 10.9 50.9 77.2 51.8 915.3 921.8 0.7 1,873.4 2,035.0 8.6

　　情報サービス・情報制作業 2,336.9 2,448.4 4.8 79.3 87.1 9.8 121.0 124.7 3.0 463.3 445.6 ▲ 3.8

　　個人教授所 2,673.9 2,598.8 ▲ 2.8 12.4 10.3 ▲ 16.9 584.9 614.0 5.0 132.5 102.9 ▲ 22.4

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 1,578.3 1,527.2 ▲ 3.2 40.4 39.3 ▲ 2.7 40.9 40.8 ▲ 0.4 84.0 83.2 ▲ 0.9

情報処理・通信費（百万円）
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第２－６図 １企業当たり個別費用（主要産業）

（１）　（給与総額）

0

5

10

15

20

25

30

13 14 15 16 17 13 14 15 16 17 13 14 15 16 17

製造業 卸売業 小売業

（億円)

年度

（２）　（情報処理・通信費、広告宣伝費、荷造運搬費）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

13 14 15 16 17 13 14 15 16 17 13 14 15 16 17

荷造運搬費 広告宣伝費 情報処理・通信費

製造業 卸売業 小売業

（億円）

年度



- 26 -

②支払リース料

１企業当たり支払リース料は、５年連続の減少。

１企業当たり支払リース料は、８６百万円でリース単価の低下等から、前年度比

▲６ １％減と５年連続の減少となった（第２－９表、第２－１０表 。. ）

第２－９表 １企業当たり支払リース料

（注１） 支払リース料は情報処理・通信費、賃借料のうち、リース契約によるもの。

第２－１０表 １企業当たり支払リース料（主要業産業の推移）

　　（単位：百万円）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

平成１３年度 98.0 ▲ 1.8 104.4 ▲ 1.6 62.2 ▲ 0.3 107.3 ▲ 5.0

平成１４年度 95.5 ▲ 2.6 100.9 ▲ 3.4 64.6 3.9 103.5 ▲ 3.5

平成１５年度 94.7 ▲ 0.8 101.6 0.7 60.3 ▲ 6.7 101.0 ▲ 2.4

平成１６年度 91.5 ▲ 3.3 98.0 ▲ 3.6 58.1 ▲ 3.8 97.5 ▲ 3.5

平成１７年度 85.9 ▲ 6.1 91.4 ▲ 6.7 54.2 ▲ 6.7 91.2 ▲ 6.4

　小売業　 合計 　製造業 　卸売業

支 払 リー ス 料 （百 万 円 ）

１６年 度 １７年 度
前 年 度 比

（％ ）

 合              計 91.5 85.9 ▲  6.1

　　鉱      業 51.6 30.6 ▲  40.7

　　製  造  業 98.0 91.4 ▲  6.7

　　卸  売  業 58.1 54.2 ▲  6.7

　　小  売  業 97.5 91.2 ▲  6.4

　　飲  食  店 95.1 73.0 ▲  23.2

　　電 気 ・ガ ス 業 439.9 436.3 ▲  0.8

　　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業 ・割 賦 金 融 業 207.2 171.0 ▲  17.5

　　情 報 サ ー ビ ス ・情 報 制 作 業 141.4 137.5 ▲  2.8

　　個 人 教 授 所 179.5 129.5 ▲  27.9

　　ｻｰﾋﾞｽ業 (*) 48.8 53.9 10.3
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３．資本と利益の状況

（１）資本の運用・調達の状況

・総資産は５７９兆４９１９億円で、前年度比３ ３％増と３年連続増加。有形固定.
資産の削減が進む。

・自己資本は前年度比６ ２％増で４年連続の増加。自己資本比率も３７ ０％で. .
同１ ０ポイント上昇。.

、 「 」、 「 」 。・製造企業は 運用面では 投資等資産 調達面では 自己資本 の増加が目立つ

１７年度末の総資産は、５７９兆４９１９億円で、前年度末に比べ３ ３％増と３年連.
続の増加となった。

資金の運用状況をみると、流動資産は２７３兆５８８億円で同４ ８％の増加。固定資.
産は３０５兆８３６２億円で同２ ０％の増加となった。企業は内外の子会社・関連会社.
を通じて事業を展開していることから、投資その他の資産は３年連続で増加しているが、

有形固定資産は事業の再編等により、５年連続の減少となっているのが目立つ。

繰延資産は、５ ９６８億円で同▲７ ６％の減少となっている（第２－１１表 。, . ）

第２－１１表 資金の運用状況

他方、資金の調達状況をみると、総資産（＝負債及び資本）は３年連続増加する中で、

負債は、平成１６年度、１７年度と２年連続増加している。特に、企業の売上高の増加に

伴って流動負債が増加しているが、固定負債は企業の有利子負債の削減等から減少傾向に

ある。また、自己資本は増加傾向にあり、１７年度は２１４兆２５３８億円で同６ ２％.
の増加となっている。この結果、自己資本比率は３７ ０％に達している。.

　　　　　　（単位：億円）
　　

平成１３年度 5,506,453 ▲ 2.9 2,501,324 ▲ 4.4 3,000,674 0.0 1,801,973 ▲ 0.6
平成１４年度 5,362,059 ▲ 2.6 2,435,169 ▲ 2.6 2,921,702 ▲ 2.6 1,746,995 ▲ 3.1
平成１５年度 5,404,813 0.8 2,476,550 1.7 2,923,242 0.1 1,705,503 ▲ 2.4
平成１６年度 5,610,630 3.8 2,604,505 5.2 2,999,669 2.6 1,699,821 ▲ 0.3
平成１７年度 5,794,919 3.3 2,730,588 4.8 3,058,362 2.0 1,653,584 ▲ 2.7

前年度
比（％）

前年度
比（％）

前年度比
（％）

固 定 資 産
有形固定資産

資　　　産

前年度比
（％）

流 動 資 産

　　　　　　（単位：億円）
　　

平成１３年度 98,786 ▲ 5.3 1,099,915 1.6 4,455 ▲ 91.6
平成１４年度 101,637 2.9 1,073,070 ▲ 2.4 5,188 16.5
平成１５年度 87,377 ▲ 14.0 1,130,363 5.3 5,021 ▲ 3.2
平成１６年度 91,650 4.9 1,208,199 6.9 6,456 28.6
平成１７年度 91,740 0.1 1,313,038 8.7 5,968 ▲ 7.6

無形固定資産 投資その他の資産
前年度比

（％）

繰延資産

前年度
比（％）

前年度
比（％）
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企業経営では、固定資産は短期間に現金化することができない資産なので、それを賄う

資金も短期的に返済義務が発生しないことが望ましい。そこで、固定比率（＝固定資産／

自己資本）を算定すると、１４２ ７％と１００％を超えている。.
そこで、固定負債を加え、固定資産を自己資本と固定負債の合計を割った固定長期適合

、 。 、率を算定すると ８７ ５％となる 固定長期適合率が１００％を下回っていることから.
企業は長期の投資を自己資本と固定負債という長期資金で賄っていることがわかる（第２

－１２表 。）

第２－１２表 資金の調達状況

（注１） 自己資本比率 ＝ 自己資本（資本金＋資本剰余金＋利益剰余金＋資本のその他）÷ 総資本（総資産）

産業別にみると、製造業においては、運用面では投資等その他の資産、調達面では自

己資本の増加が目立つ。

卸売業は、運用面では業績の回復により、流動資産が増加しており、投資等その他の資

産も２年連続の増加となっている。調達面では流動負債、固定負債、自己資本のいずれも

増加している。

小売業は、運用面では、有形固定資産の減少傾向が続いているが、業績回復に伴い流動

資産が３年連続増加している 調達面では 流動負債 固定負債は減少傾向にあり 代わっ。 、 、 、

て自己資本が増加傾向にある（第２－７図 。）

（単位：億円）

平成13年度 5,506,453 ▲ 2.9 3,751,916 ▲ 3.7 2,272,027 ▲ 5.3 1,479,888 ▲ 1.2
平成14年度 5,362,059 ▲ 2.6 3,603,150 ▲ 4.0 2,185,206 ▲ 3.8 1,417,944 ▲ 4.2
平成15年度 5,404,813 0.8 3,534,878 ▲ 1.9 2,149,019 ▲ 1.7 1,385,859 ▲ 2.3
平成16年度 5,610,630 3.8 3,592,380 1.6 2,218,228 3.2 1,374,152 ▲ 0.8
平成17年度 5,794,919 3.3 3,652,381 1.7 2,297,974 3.6 1,354,406 ▲ 1.4

負債計 流動負債 固定負債前年度
比（％）

前年度
比（％）

前年度
比（％）

前年度
比（％）

総資産

（単位：億円）

平成13年度 1,754,538 ▲ 1.0 405,127 2.4 - - - - - - 31.9
平成14年度 1,758,909 0.2 405,035 0.0 - - - - - - 32.8
平成15年度 1,869,935 6.3 404,563 ▲ 0.1 350,863 - 1,045,688 - 68,822 - 34.6
平成16年度 2,018,250 7.9 422,372 4.4 392,493 11.9 1,152,705 10.2 50,681 ▲ 26.4 36.0
平成17年度 2,142,538 6.2 419,039 ▲ 0.8 402,042 2.4 1,221,619 6.0 99,837 97.0 37.0

自己資
本比率
（％）

資本計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 その他前年度
比（％）

前年度
比（％）

前年度
比（％）

前年度比
（％）

前年度
比（％）
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第２－７図 主な産業の資金の調達・運用状況
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主要産業の自己資本比率をみると、製造企業は、４６.３％前年度に比べ０.９ポイント上昇し

た。また、卸売企業は、３０.４％（同３.０ポイント上昇）となった。小売企業は、３３.３％

（同２.３ポイント上昇）となった（第２－１３表 。）

第２－１３表 １企業当たりの自己資本比率、総資本、自己資本

（注１） 自己資本比率 ＝ 自己資本（資本金＋資本剰余金＋利益剰余金＋資本のその他）÷ 総資本（総資産）

１６年度 １７年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

１６年度 １７年度
前年度比

（％）
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

 合             計 36.0 37.0 1.0 20,925 22,209 6.1 7,527 8,211 9.1

　　鉱     業 68.3 69.8 1.5 45,779 53,135 16.1 31,254 37,105 18.7

　　製 造 業 45.4 46.3 0.9 21,977 22,754 3.5 9,974 10,529 5.6

　　卸 売 業 27.4 30.4 3.0 17,269 19,003 10.0 4,738 5,775 21.9

　　小 売 業 31.0 33.3 2.3 11,728 11,879 1.3 3,635 3,954 8.8

　　飲 食 店 36.8 36.0 ▲ 0.8 5,761 5,567 ▲ 3.4 2,119 2,003 ▲ 5.5

　　電気・ガス業 23.8 25.7 1.9 430,201 448,571 4.3 102,519 115,314 12.5

　　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 8.8 8.8 0.0 267,530 315,238 17.8 23,608 27,652 17.1

　　情報サービス・情報制作業 48.2 46.2 ▲ 2.0 9,141 10,670 16.7 4,404 4,930 11.9

　　個人教授所 23.1 22.4 ▲ 0.7 6,880 7,391 7.4 1,589 1,658 4.3

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 12.9 12.3 ▲ 0.6 28,704 30,877 7.6 3,715 3,792 2.1

１企業当たり総資本（総資産）
（百万円）

１企業当たり自己資本
（百万円）

１企業当たり自己資本比率
（％）
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（２）資本の収益性

（ ） 、 。・製造企業の総資産利益率 ＲＯＡ は ６.１％と前年度に比べ０.５ポイント上昇

・製造企業の自己資本当期利益率（ＲＯＥ）は、６.９％と前年度に比べ１.５ポイン

ト上昇。

①資本利益率

企業は、資本を投下して利益をあげている。Ｂ／Ｓの運用面（資産）に着目した総資産利益率（ＲＯＡ

） （ ）＝経常利益／総資産 とＢ／Ｓの調達面に着目した自己資本当期利益率 ＲＯＥ＝当期純利益／自己資本

を、主な産業について見てみよう。

製造企業１）

経常利益が増加し（伸び率は低下 、総資本回転率も改善したことから、総資産（支払）

利息控除前 経常利益率 ＲＯＡ は ４年連続で上昇し 過去１０年で最高の水準となっ） （ ） 、 、

ている。

当期純利益の増加（伸び率も上昇）に加え、総資本回転率の改善により、総資本純利益

率（ＲＯＥ）は急上昇しており、過去１０年で最高の水準を更新している（第２－８図 。）

第２－８図 製造企業のＲＯＡ、ＲＯＥの推移
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２）卸売企業

経常利益の回復が進んでいることから、売上高（支払利息控除前）経常利益率が上昇している一方、総

資本回転率がやや低下したため、ＲＯＡは４年連続上昇を続けるも伸び率は低下となった。

自己資本比率の高まりにより財務レバレッジ効果は弱まりつつあるが、当期純利益の

急上昇により、ＲＯＥも急上昇しており、過去１０年で最高の水準となった（第２－９

図 。）

第２－９図 卸売企業のＲＯＡ、ＲＯＥの推移

Ｒ Ｏ Ａ （ 卸 売 業 ）

0 .0

1 .0

2 .0

3 .0

4 .0

5 .0

7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 年 度

（ ％ ）

1 .7 0

1 .8 0

1 .9 0

2 .0 0

2 .1 0

(回 )

総 資 本 回 転 率 (回 )右 目 盛 Ｒ Ｏ Ａ (% ) 売 上 高 支 払 利 息 控 除 前 経 常 利 益 率 (% )

Ｒ Ｏ Ｅ (卸 売 業 ）

0 .0

1 .0

2 .0

3 .0

4 .0

5 .0

6 .0

7 .0

7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 年 度

（ ％ ）

0 .0 0

1 .0 0

2 .0 0

3 .0 0

4 .0 0

5 .0 0

6 .0 0

(倍 、 回 )

総 資 本 回 転 率 (回 )右 目 盛 財 務 ﾚ ﾊ ﾞﾚ ｯ ｼ ﾞ (倍 )右 目 盛

Ｒ Ｏ Ｅ (% ) 売 上 高 純 利 益 率 (% )



- 33 -

３）小売企業

売上高（支払利息控除前）経常利益率及び総資本回転率の低下により、ＲＯＡは低下に転じた。

当期純利益が昨年の反動で増加に転じ、一昨年の水準より高かったことから、ＲＯＥは過

去１０年で最高の水準となった（第２－１０図 。）

第２－１０図 小売企業のＲＯＡ、ＲＯＥの推移
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資本の運用効率を示す総資本回転率をみると、１７年度は１１０回で前年度に比べ▲００１回の低下. .
となった。産業別でみると、製造企業は、０ ９８回で同０ ０１回の改善、卸売企業は、１９４回で. . .
同▲０ ０４回の低下、小売企業は、１ ６７回で同▲０ ０１回の低下となった。なお、鉱業企業は、. . .
０３４回で同▲００８回の低下となった。. .

製造企業の総資本回転率を業種別にみると、鉄鋼業、石油製品・石炭製品製造業は、総

資本の増加を上回る売上高の増加によりそれぞれ同０ ０４回、同０ ２３回の改善となっ. .
た。また、情報通信機械器具製造業、化学工業は、総資本の減少幅が売上高の減少幅より

大きいことから、それぞれ同０ ０４回、同０ ０２回の改善となった（第２－１４表、第２. .
－１５表 。）
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第２－１４表 産業別総資本回転率

（注１） 総資本回転率 ＝ 売上高 ÷ 総資本

第２－１５表 製造業主要業種別総資本回転率

③当期純利益

、 。１企業当たり当期純利益をみると ５億７４百万円で前年度比５９.５％の大幅上昇となった

これを主要産業でみると、製造企業は、同３５.７％増加し、卸売企業は、同１９７.５％増、小

売企業は、前年一部企業で特別損失が計上されたこともあって、１１倍の増加となった。また、

クレジットカード業・割賦金融企業は、１６年度のマイナスからプラスに転じた。

製造企業は、１３年度をボトムに４年連続で改善し、卸売企業、小売企業は、２年ぶりに増加

に転じた（第２－１６表、第２－１７表 。）

売上高（億円） 総資本（億円） 総資本回転率（回）

１６年度 １７年度
前年度比

(％)
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

１６年度 １７年度
前年度差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

製　造　業 2,811,746 2,903,778 3.3 2,908,601 2,954,852 1.6 0.97 0.98 0.01

　食料品製造業 167,413 171,002 2.1 128,045 133,243 4.1 1.31 1.28 ▲ 0.03

　飲料・たばこ・飼料製造業 112,826 98,989 ▲ 12.3 98,608 92,127 ▲ 6.6 1.14 1.07 ▲ 0.07

　化学工業 289,923 289,347 ▲ 0.2 400,312 393,164 ▲ 1.8 0.72 0.74 0.02

　石油製品・石炭製品製造業 137,689 193,563 40.6 81,157 100,365 23.7 1.70 1.93 0.23

　鉄鋼業 118,263 137,289 16.1 150,266 164,582 9.5 0.79 0.83 0.04

　一般機械器具製造業 259,259 266,508 2.8 304,509 316,088 3.8 0.85 0.84 ▲ 0.01

　電気機械器具製造業 187,088 157,300 ▲ 15.9 191,889 165,648 ▲ 13.7 0.97 0.95 ▲ 0.02

　情報通信機械器具製造業 306,693 280,804 ▲ 8.4 277,183 244,750 ▲ 11.7 1.11 1.15 0.04

　電子部品・デバイス製造業 136,431 150,189 10.1 129,689 154,501 19.1 1.05 0.97 ▲ 0.08

　輸送用機械器具製造業 542,375 592,616 9.3 479,238 518,836 8.3 1.13 1.14 0.01

売上高（億円） 総資本（億円） 総資本回転率（回）

１６年度 １７年度
前年度比

(％)
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

１６年度 １７年度
前年度差
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

 合             計 6,217,624 6,385,695 2.7 5,610,630 5,794,919 3.3 1.11 1.10 ▲ 0.01

　　鉱     業 7,291 6,718 ▲ 7.9 17,396 19,660 13.0 0.42 0.34 ▲ 0.08

　　製 造 業 2,811,746 2,903,778 3.3 2,908,601 2,954,852 1.6 0.97 0.98 0.01

　　卸 売 業 2,037,378 2,113,254 3.7 1,027,133 1,091,932 6.3 1.98 1.94 ▲ 0.04

　　小 売 業 707,861 700,549 ▲ 1.0 421,868 419,906 ▲ 0.5 1.68 1.67 ▲ 0.01

　　飲 食 店 44,699 40,646 ▲ 9.1 31,741 27,669 ▲ 12.8 1.41 1.47 0.06

　　電気・ガス業 186,836 190,681 2.1 468,920 471,000 0.4 0.40 0.40 0.00

　　 ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・
　　 割賦金融業
　 　情報サービス・
　　 情報制作業

　　個人教授所 3,748 3,363 ▲ 10.3 2,959 2,809 ▲ 5.1 1.27 1.24 ▲ 0.03

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 200,053 183,788 ▲ 8.1 367,124 375,465 2.3 0.54 0.49 ▲ 0.05

0.000.10

▲ 0.011.11

19,310 22,899 24.6

11.7

18.6

10.7198,702 220,020 177,617 198,350

0.10

1.12

187,271 233,276
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第２－１６表 １企業当たり当期純利益、当期利益率

（注１） 自己資本当期利益率 ＝ 当期純利益 ÷ 自己資本 ×１００

（注２） 総資本当期利益率 ＝ 当期純利益 ÷ 総資本 ×１００

第２－１７表 １企業当たり当期純利益、当期利益率（時系列）

当期純利益（百万円） 自己資本当期利益率（％） 総資本当期利益率（％）

１６年度 １７年度
前年度比

（％）
１６年度 １７年度

前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ）

１６年度 １７年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ）

 合             計 359.8 573.7 95.5 4.8 7.0 2.2 1.7 2.6 0.9

　　鉱     業 2,225.9 3777.2 69.7 7.1 10.2 3.1 4.9 7.1 2.2

　　製 造 業 535.6 726.9 35.7 5.4 6.9 1.5 2.4 3.2 0.8

　　卸 売 業 122.9 365.7 197.5 2.6 6.3 3.7 0.7 1.9 1.2

　　小 売 業 28.2 328.1 1,064.0 0.8 8.3 7.5 0.2 2.8 2.6

　　飲 食 店 70.4 ▲ 16.3 - 3.3 ▲ 0.8 ▲ 4.1 1.2 ▲ 0.3 ▲ 1.5

　　電気・ガス業 8,381.8 8925.5 6.5 8.2 7.7 ▲ 0.5 1.9 2.0 0.0

　　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 ▲ 2,063.3 2045.9 - ▲ 8.7 7.4 16.1 ▲ 0.8 0.6 1.4

　　情報サービス・情報制作業 262.0 377.8 44.2 5.9 7.7 1.8 2.9 3.5 0.6

　　個人教授所 112.1 ▲ 116.4 - 7.1 ▲ 7.0 ▲ 14.1 1.6 ▲ 1.6 ▲ 3.2

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 249.3 288.9 15.9 6.7 7.6 0.9 0.9 0.9 0.0

年度 製造業
前 年 度 比 (％)
前年度差(ﾎﾟｲﾝﾄ)

卸売業
前 年 度 比 (％)
前年度差(ﾎﾟｲﾝﾄ)

小売業
前 年 度 比 (％)
前年度差(ﾎﾟｲﾝﾄ)

13 0.8 ▲ 99.7 9.4 ▲ 93.2 ▲ 78.8 赤字継続

14 258.7 32237.5 105.1 1018.1 114.9 －

15 452.9 75.1 166.8 58.7 268.6 133.8

16 535.6 18.3 122.9 ▲ 26.3 28.2 ▲ 89.5

17 726.9 35.7 365.7 197.6 328.1 1064.0

13 0.0 ▲ 3.3 0.2 ▲ 2.8 ▲ 2.6 ▲ 0.7

14 3.0 3.0 2.2 2.0 3.4 6.0

15 4.6 1.6 3.6 1.4 7.2 3.8

16 5.4 0.8 2.6 ▲ 1.0 0.8 ▲ 6.4

17 6.9 1.5 6.3 3.7 8.3 7.5

13 0.0 ▲ 1.4 0.1 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 0.2

14 1.3 1.3 0.6 0.5 1.0 1.7

15 2.1 0.8 1.0 0.4 2.2 1.2

16 2.4 0.3 0.7 ▲ 0.3 0.2 ▲ 2.0

17 3.2 0.8 1.9 1.2 2.8 2.6

当期純利益
（百万円）
前年度比

（％）

自 己 資 本
当期利益率

（％）
前年度差
（ポイント）

総　 資　 本
当期利益率

（％）
前年度差
（ポイント）
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４ 生産性の状況.

・１企業当たり付加価値額は４２億円で前年度に比べ２ ６％増加。.
・労働生産性は、１０１３万円（前年度比１ ７％増）と増加。製造企業（同２ １％. .

増）は４年連続の増加。卸売企業（同７ ６％増）は前年に引き続き増加となった.
が、小売企業は横ばい。

・労働分配率は、４９ ９％（前年度差▲１ ０ポイント低下）と４年連続低下。. .
製造企業（同▲１ ９ポイント低下 、卸売企業（同▲０ ５ポイント低下）などで. .）

低下。

１企業当たり付加価値額は４２億円で前年度に比べ２ ６％増加となった。.
産業別にみると、製造企業（４５億円、前年度比１ ９％増）、卸売企業（２４億円、.

同９ ４％増）小売企業（３６億円、同０ ３％増 、鉱業企業（１００億円、同３４ ０％. . .）

） 、 （ 、 ） 。増 等で増加となったが 電気・ガス業で ７４９億円 同▲３ ３％減 減少となった.
付加価値率は、１７ ２％で前年度に比べ▲０５ポイント低下した。産業別にみると、製造企. .

業は２０ ２％(同▲０ ６ポイント低下 、小売企業が１８ ０％（同▲０ １ポイント低下）. . . .）

等が低下しているが、卸売企業は６ ６％（同０ １ポイント上昇）と上昇した（第２－１. .
８表 。）

第２－１８表 付加価値額、付加価値率

（注１） 付加価値額 ＝ 営業利益 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 ＋ 減価償却費 ＋ 賃借料

（注２） 付加価値率 ＝ 付加価値額 ÷ 売上高 ×１００

労働生産性（常時従業者１人当たり付加価値額）は、１ ０１３万円で前年度に比べ,
１ ７％の増加となった。.

産業別にみると、製造企業（同２ １％増）は４年連続で増加し、卸売企業（同７ ６％. .
増）は前年に引き続き増加したが、小売企業（横ばい）は平成１２年度以降減少傾向で推

移していたが横ばいとなった。

付加価値額（億円）
１企業当たり付加価値額

（百万円）
付加価値率（％）

１６年度 １７年度
前年度比

（％）
１６年度 １７年度

前年度比
（％）

１６年度 １７年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

 合             計 1,101,241 1,099,098 ▲ 0.2 4,107.1 4,212.2 2.6 17.7 17.2 ▲ 0.5

　　鉱     業 2,834 3,699 30.5 7,458.8 9,998.4 34.0 38.9 55.1 16.2

　　製 造 業 585,577 585,594 0.0 4,424.5 4,509.4 1.9 20.8 20.2 ▲ 0.6

　　卸 売 業 131,849 139,296 5.6 2,216.7 2,424.2 9.4 6.5 6.6 0.1

　　小 売 業 127,988 126,134 ▲ 1.4 3,558.2 3,568.1 0.3 18.1 18.0 ▲ 0.1

　　飲 食 店 19,182 18,228 ▲ 5.0 3,481.4 3,667.6 5.3 42.9 44.8 1.9

　　電気・ガス業 84,416 78,600 ▲ 6.9 77,445.4 74,857.5 ▲ 3.3 45.2 41.2 ▲ 4.0

　　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 6,738 7,934 17.7 9,626.3 10,721.5 11.4 34.9 34.6 ▲ 0.3

　　情報サービス・情報制作業 71,437 70,833 ▲ 0.8 3,676.7 3,810.3 3.6 36.0 32.2 ▲ 3.8

　　個人教授所 2,163 2,059 ▲ 4.8 5,029.2 5,417.5 7.7 57.7 61.2 3.5

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 69,057 66,721 ▲ 3.4 5,399.3 5,486.9 1.6 34.5 36.3 1.8
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労働分配率（付加価値額に占める給与総額）は、４９ ９％で前年度に比べ▲１ ０ポイ. .
ント低下と４年連続で低下した。産業別にみると、製造企業（同▲１ ９ポイント低下 、. ）

卸売企業（同▲０ ５ポイント低下 、小売企業（同▲０ ２ポイント低下）等で低下して. .）

いる（第２－１９表、第２－１１図 。）

第２－１９表 労働分配率、労働生産性

（注１） 労働分配率 ＝ 給与総額 ÷ 付加価値 ×１００

（注２） 労働生産性 ＝ 付加価値額 ÷ 常時従業者数

第２－１１図 産業別労働分配率と労働生産性

（注） サービス業（＊）については、第１表脚注参照のこと。

労働分配率（％） 労働生産性(万円)

１６年度 １７年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

１６年度 １７年度
前年度比

（％）

 合             計 50.9 49.9 ▲ 1.0 995.7 1,012.8 1.7

　　鉱     業 16.0 10.1 ▲ 5.9 4,374.0 6,474.3 48.0

　　製 造 業 53.2 51.3 ▲ 1.9 1,151.3 1,175.4 2.1

　　卸 売 業 58.8 58.3 ▲ 0.5 921.5 991.5 7.6

　　小 売 業 56.2 56.0 ▲ 0.2 518.6 518.4 0.0

　　飲 食 店 62.6 64.9 2.3 259.6 264.6 1.9

　　電気・ガス業 21.6 20.8 ▲ 0.8 4,755.7 4,531.1 ▲ 4.7

　 　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 36.7 36.5 ▲ 0.2 1,488.7 1,558.7 4.7

　 　情報サービス・情報制作業 63.6 64.3 0.7 999.8 960.5 ▲ 3.9

　　個人教授所 53.2 48.0 ▲ 5.2 521.4 536.7 2.9

　　ｻｰﾋﾞｽ業(*) 29.2 27.8 ▲ 1.4 1,964.5 1,979.1 0.7
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製造企業の業種別売上高と営業利益の関係トピックス１

製造企業全体の売上高営業利益率は、平成７年度には４ ０％であったが、１２年度に.
は４ ６％、１７年度では５ ３％へと上昇している。. .

そこで、売上高と営業利益の関係がどのように変化したかを見てみよう。３時点につ

いて、業種別のクロセクション・データを用いて、横軸（Ｘ）に売上高、縦軸（Ｙ）に

営業利益をとり、両対数で表したのが、第２－１２図である。また、図には回帰式を推

計し、係数も表示してある。

、 、 。７年度でみると 図からもわかるように直線で説明できず 決定係数は と小さい0.08
しかし、前回の営業利益率のピーク水準である１２年度でみると、回帰式の決定係数は

と な り 、 直 線 で 説 明 で き 、 売 上 高 の 係 数 は と １ よ り 大 き い 。 企 業0.93 1.10
は、売上原価、販売費及び管理費の営業費用の削減などによって体質改善が進み、

１２年度では売上高が増加するにつれて利益が増加する傾向が直線で表される状況に

なってきたことがわかる。

さらに、１７年度についてみると、本文で述べたように素材型製造企業、加工型製造

企業で利益の増加傾向が顕著であることから、決定係数は とわずかに低下している0.89
ものの、売上高の係数は１２年度の から へと ポイント上昇し、売上高が増1.10 1.15 0.05
加するにつれて、利益が増加する傾向がより強く表れ、利益の伸びがより高くなってい

ることを示している。

これは、景気拡大が続く中で、売上高の増加がより営業利益の増大に結びつく傾向が

強くなっていることを示している。なお、定数項の係数（マイナス）が大きくなってい

るのは、１２年度に比べ１７年度には売上高規模が増大したことから、営業利益が黒字

（プラス）になる水準も大きくなっていることがわかる。
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第２－１２図 業種別の売上高と営業利益の関係

製造企業（１２年度）
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設備投資の動向トピックス２

平成１７年度の有形固定資産当期取得額、いわゆる新規設備投資は２６兆２４０億円

で前年度比９ ３％の増加と３年連続の増加となっている。.
産業別にみると、製造業は１３兆８６４４億円で同１０ １％増と３年連続の増加。卸.

. .売業は１兆７１９７億円で同２８ ６％増と２年連続の増加。小売業は１兆８６９５ 億円で同４

３％増と増加に転じている（第２－２０表 。）

、 （ ） 、しかし マクロの資本ストック 有形固定資産 は依然として減少傾向が続いており

古い設備の除去が活発に行われていることを示している。

資本ストックの生産性としての総資産利益率（ＲＯＡ）は回復している。また、長期

にわたる低金利により、資本コストである貸出金利も低位安定しており、設備投資を増

加させることに有利な状況が続いている。

そこで、企業の収益と投資の関係について見てみよう。

、 、 、製造業について キャッシュフロー いわゆる減価償却費と当期純利益の和を計算し

設備投資額と比較したのが、第２－１３図である。

図からもわかるように製造企業の設備投資は、１４年度以降キャッシュフローの範囲

で行われていることがわかる。

第２－２０表 有形固定資産当期取得額の推移

有形固定資産当期取得額とマネーフローの推移第２－１３図 製造企業の

有 形 固 定 資 産 当 期 取 得 額 、 減 価 償 却 費 、 当 期 純 利 益 （製 造 業 ）
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減 価 償 却 費 当 期 純 利 益 有 形 固 定 資 産 当 期 取 得 額

　　　　　　（単位：億円）

１３年度 253,612 ▲ 6.5 120,979 ▲ 8.2 16,209 ▲ 15.3 21,438 11.5
１４年度 217,389 ▲ 14.3 103,948 ▲ 14.1 14,470 ▲ 10.7 16,481 ▲ 23.1
１５年度 226,046 4.0 109,841 5.7 11,755 ▲ 18.8 18,180 10.3
１６年度 238,113 5.3 125,945 14.7 13,377 13.8 17,930 ▲ 1.4
１７年度 260,240 9.3 138,644 10.1 17,197 28.6 18,695 4.3

前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

合　　計 　製造業 　卸売業 　小売業


